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※学会現況（2014年3月4日）
現在の会員 375
正会員	 336・学生会員	29
購読会員	 3・賛助会員	 7

　 こ の 20 年 間 に 日 本 は

多くの地震災害を被った。

2000 年代に入ってからは

毎年のように全国各地で、

復興が大きな課題となって

きた。北海道南西沖地震

（1993）、阪 神・ 淡 路 大 震

災（1995）、鳥取県西部地

震（2001）、新潟県中越地

震（2004）、福岡西方沖地

震（2005）、能登半島地震

（2007）、新潟県中越沖地震

（2007）、岩手・宮城内陸地

震（2008）、そして東日本

大 震 災（2011） で あ る。

災害直後の対応や災害予防

の取り組みに対して、災害

復興の取り組みは向上して

いるのであろうか。

　震災復興というと関東大

震災（1923）からの帝都

復興の取り組みが必ず話

題となる。90 年前の当時、

日 本 の 人 口 は 6000 万 人

で、人口が急増する近代化

時代であった。後藤新平が

リードした帝都復興の中心

的取り組みは、近代化途上

の日本の首都東京の都市空

間を近代化することであっ

た。広幅員の幹線街路事業、

市街地の基盤を整備する土

地区画整理事業、同潤会に

よる建物の耐震・耐火化の

推進、大規模公園整備など、

東京の近代都市化を推進し

た。都市空間の近代化が社

会の近代化を導くというも

のであった。その都市イン

フラは、その後 90 年間に

わたり東京を支えてきたこ

とも事実である。

　1923 年とはアムステル

ダムで世界都市計画会議が

開催され、都市計画を宣言

する時代であった。その都

市計画宣言とは、1）大都市は

計画的に整備して無制限の

成長を抑制すべきであり、2）

大都市をグリーンベルトで

囲い込み、3）都市の成長は

郊外のニュータウンで受け

とめ、4）注意深く自動車時

代に備えるべし――という

ものであった。それは、帝

都復興事業における、東京

への人口集中を前提とする

近代的都市空間の形成を目

指した帝都復興の基底流と

相通じるものであった。

　しかし、これからの人口

減少、高齢化と成熟社会の

災害復興は都市形成の復興

ではない。それは「被災者

に笑顔、被災地に活気」を

取り戻す復興であり、その

地域社会に過不足のない市

街地復興によって再度被災

をしない「街に安全」を取

り戻す復興でなければなら

ない。20 世紀型の空間整

備指向の復興事業手法を改

め、21 世紀型の社会活性

化指向の復興事業手法を創

設していくことが不可欠で

ある。大規模な空間整備が

必要となる大規模災害時の

復興法だけではなく、一人

ひとりの被災者の笑顔を取

り戻すための復興法が必要

なのである。

これからの災害復興
―被災者に笑顔を、被災地に活力を―

中林一樹会長（明治大学特任教授）
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（単位：円）
科目 2014 年度予算案 2013 年度予算 2012 年度決算

I 収入の部
　1. 会費収入
　　入会金　　　　　　　3,000 ×   20 60,000 60,000 60,000
　　年会費　正会員　　　7,000 × 254 1,778,000 1,778,000 1,820,000
　　　　　　学生会員　　3,000 ×   20 60,000 60,000 63,000
　　　　　　購読会員　　6,000 ×     3 18,000 18,000 18,000
　　　　　　賛助会員　  50,000 ×     5 250,000 250,000 250,000
　　・過年度年会費 70,000 70,000 230,000
　　・次年度年会費 28,000
　2. 事業収入
　　学会事業収入（予稿集有償頒布）3,000 × 150 450,000 450,000 465,000
　3. 雑収入
　　・寄付、雑収入、受取利息 500 500 12,872
当期収入合計 2,686,500 2,686,500 3,006,872
前期繰越金 4,424,105 4,281,530 5,378,399

科目 2014 年度予算案 2013 年度予算 2012 年度決算

II 支出の部
　1. 事業費
　　・学会大会（長岡） 700,000 700,000 795,183
　　・東日本大震災復興支援企画 1,562,866
　　・調査活動費 200,000 200,000
　　・印刷製本費 677,300 699,250 856,830
　　・委員会活動費
　　　　企画委員会 100,000 100,000
　　　　学会誌編集委員会 180,000 150,000 70,325
　　　　復興法制度研究会 120,000
　　　　関東ブロック学術推進委員会 450,000
　2. 管理費
　　　通信費 300,000 290,000 213,340
　　　ホームページ更新管理（消費税含む） 133,380 129,675 129,675
　　　その他備品・消耗品費 70,000 70,000 112,117
　　　旅費交通費 100,000 100,000 5,560
　　　雑費（振込手数料等） 5,000 5,000 7,745
　　　デジタル名簿新規作成 350,000
　3. 予備費 100,000 100,000
当期支出小計 3,135,680 2,543,925 4,103,741
次期繰越金 3,974,925 4,424,105 4,281,530
当期収支合計 -449,180 142,575 -1,096,869

（単位：円）
科目 予算 実績

I 収入の部
　1. 会費収入
　　・入会金　　　　　　　3,000 ×   40 60,000 120,000
　　・年会費　正会員　　　7,000 × 260 1,715,000 1,820,000
　　　　　　　学生会員　　3,000 ×   21 30,000 63,000
　　　　　　　購読会員　　6,000 ×     3 18,000 18,000
　　　　　　　賛助会員　  50,000 ×     5 250,000 250,000
　　・過年度年会費 70,000 230,000
　　・次年度年会費 28,000
　2. 事業収入
　　・学会大会事業収入 330,000 465,000
　3. 雑収入
　　・寄付金収入 3,200
　　・雑収入 9,000
　　・受取利息 500 672
収入合計 2,473,500 3,006,872

科目 予算 実績
II 支出の部
　1. 事業費
　　・学会大会事業支出 700,000 795,183
　　・委員会活動費 200,000 70,325
　　・東日本大震災復興支援企画 1,731,340 1,562,966
　2. 管理費
　　・旅費交通費 100,000 5,560
　　・通信運搬費 290,000 213,340
　　・消耗品費 70,000 112,177
　　・印刷製本費 1,499,250 856,830
　　・ホームページ管理、更新料 200,000 129,675
　　・デジタル名簿新規作成費 350,000 350,000
　　・諸手数料 5,000 7,745
収入合計 5,145,590 4,103,741
当期収支差額 -1,096,869
前期繰越収支差額 5,378,399
次期繰越収支差額 4,281,530

2014年度予算案 （自 2014年4月1日 至 2015年3月31日）

2012年度収支計算書 （自 2012年4月1日 至 2013年3月31日）

収支決算
収入総額 411,020
支出総額 484,926

科目 金額（単位：円） 備考
I 収入の部
　講演論文集売上 @3,000 × 137 冊 411,000
　雑収入 20 利息

計 411,020
II 支出の部
　旅費交通費 交通費 382,800 ゲスト
　雑給 アルバイト代 52,000 学生アルバイト
　通信費 宅急便、郵送代 7,705
　備品、消耗品 事務用品 4,154 領収書、名札、USB 他
　雑費 お弁当代、振込手数料 39,067

計 484,926
関西大学補助費より支払

科目 金額（単位：円） 備考
　印刷製本費 講演論文集印刷代 214,900
　消耗品 文具等 12,610
　通信費 郵送料等 3,244
　雑費 飲み物 4,410 登壇者用水

計 235,164

2013年度学会大会会計収支決算書（2013年12月31日）

　本学会は 1 月 13 日に兵

庫県西宮市の関西学院大学

で総会を開き、2014 年度

予算案など４議案を原案通

り可決、名誉会員に広原盛

明・京都府立大学名誉教授

を選任する件など 6 報告

事項を承認して閉会した。

　「地震は自然現象、震災

は社会現象、復興は政治現

象」の警句で知られる広原

氏は、本学会設立当初から

理事として、災害復興の理

論的方向性に鋭い発言を

し、学会草創期の発展に寄

与した。名誉会員は歌舞伎

役者の中村吉右衛門氏、タ

レントの大桃美代子氏に次

いで３人目。一方、2014

年度事業で最も注目される

のは、秋の大会を初めて日

本災害情報学会との共催で

開催することだ。会場は、

新潟県中越地震 10 年を記

念して同県長岡市を予定し

ており、10 月 23 日（木）

～ 26 日（日）までの４日

間にわたって開かれる。

　 ま た、2015 年 1 月 17

日は阪神・淡路大震災 20

年にあたり、こちらは関西

学院大学災害復興制度研究

所との共催で、2015 年 1

月 10 日（土）～ 12 日（月・

祝）の 3 日間、同大学で

フォーラムが開かれる。

　新年度予算で目を引くの

は関東ブロック学術推進委

員会に初めて 45 万円が計

上されたこと。東日本大震

災の復興を長期にわたって

調査、分析していくには、

東日本の研究体制を強化

する必要があることから、

2014 年度中に中核となる

拠点構築をめざす。

　また、復興法制度研究会

にも当初予算としては、初

めて12万円が計上された。

今後、東日本大震災で制定

された法制度や制度化まで

至らなかった支援策などの

「棚卸し」を進める。

　2014 年度は役員改選の

年にも当たっており、新会

員の獲得など課題も多い。

名誉会員に広原盛明氏
2014年度大会は長岡で



JSDRR Newsletter�

　本年度の学会大会は中越

地震から 10 年を迎える新

潟県長岡市において開催さ

れます。そして今回初めて、

日本災害情報学会と共同で

の開催となります。

　昨年の大会で「復興情

報」をテーマとする分科会

■注意事項
・参加申込用紙は次号に同封します。
・研究発表の申込方法は、後日学会ホームページに掲載

します。
・研究発表原稿は学会ホームページにある投稿規定に

従って作成してください。
・研究発表の形式は口頭かポスターです（希望に添えな

い場合もあります）。
・口頭発表は 1 人 1 件までとします。
・研究発表原稿は 2 頁または 4 頁です。
・宿泊の斡旋は行いません。混雑が予想されますので早

めに各自で予約してください。
・分科会の企画公募は、5 月頃に学会ホームページおよ

びメーリングリストにてご案内いたします。

■開催概要
期間：2014 年 10 月 23 日～ 26 日
　　　（本学会の行事は 24 日と 25 日）
会場：アオーレ長岡
　　　（長岡市大手通 1 丁目 4 番地 10）
内容：
　10 月 23 日（木）	 エクスカーション
　10 月 24 日（金）	 復興学会・分科会等
　10 月 25 日（土）	 午前　研究発表（合同）
	 午後　シンポジウム
　10 月 26 日（日）	 午前　情報学会・研究発表
	 午後　情報学会・総会等

■締切

るようにしました。

　長岡での開催は５年ぶり

となります。５年が経過し

て 10 年目を迎えた中越復

興をご覧頂き、記念行事に

もご参加頂けるエクスカー

ションも企画しています。

　さらに、10 月 26 日（日）

が開催されるなど、災害復

興と災害情報のコラボレー

ションには期待の声も多く

聞かれます。この機会を活

かして両学会の交流が進む

よう、公開シンポジウムは

合同で、研究発表会・分科

会は相互に自由に聴講でき

第8回日本災害復興学会／第16回日本災害情報学会
合同大会
2014年10月、中越地震10年の長岡で開催

には中越大震災 10 周年記

念シンポジウム「中越大震

災の復興をあらためて考え

る〜これまでとこれから〜

（仮）」（主催：中越防災安

全推進機構）も準備してい

ます。大勢の皆様の参加を

お待ちしております。

　大会参加登録
	 7 月 1 日～ 8 月 29 日
　研究発表申込
	 7 月 1 日～ 7 月 31 日
　発表原稿提出
	 8 月 29 日正午まで

■参加費・予稿集
　会員 2,000 円　非会員 4,000 円
　学生 1,000 円　予稿集 2,000 円

■懇親会
　10 月 25 日（土）18:30 ～
	 アオーレ長岡アリーナ
	 4,000 円（予定）

日本災害情報学会 日本災害復興学会
10 月 23 日

（木） 午後 エクスカーション
（復興状況視察および追悼行事等への参加）

10 月 24 日
（金）

午前 分科会 A 分科会 B
昼 理事会

午後 分科会 C 分科会 D
夕方 全体会議

10 月 25 日
（土）

午前 口頭発表 A, B, C 口頭発表 D
口頭発表 A, B, C 口頭発表 D

午後
ポスター発表

公開シンポジウム
テーマ「中越地震からの復興（仮）」

夕方 懇親会

10 月 26 日
（日）

午前 口頭発表 A, B, C
中越大震災 10 周年
記念シンポジウム

（主催：中越防災安全推進機構）

口頭発表 A, B, C

午後 総会・授賞式・受賞講演
口頭発表 A, B, C

長岡大会副実行委員長　上村靖司・長岡技術科学大学准教授
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宮城県七ヶ浜町「車座トーク」の報告

　七ヶ浜町は宮城県の中央

部に位置し、仙台湾に半島

状に突き出している七ヶ浜

半島を町域として、東日本

大震災では他の沿岸市町村

と同じく甚大な被害を受け

た。

　死者・行方不明者は 107

名にのぼり、住宅の被害は

全壊 683 世帯▽大規模半

壊 233 世帯▽半壊 375 世

帯▽一部損壊 2449 世帯。

現在では、被災者は応急仮

設住宅に 409 世帯、民間

賃貸住宅（応急仮設住宅扱

い）に 209 世帯が暮らし

ている。

　復興支援員会では、震災

当初から七ヶ浜町の支援を

行っていた NPO 法人レス

キューストックヤードの栗

田代表（復興支援委員）の

仲介で七ヶ浜町での車座

トークを実施することに

なった。車座トークはこれ

までに 2013 年 12 月 2 日

と 2014 年 2 月 17 日の 2

回開催しており、今後も継

続していく予定である。

　この車座トークの目的

は、今後のコミュニティの

再構築を意識し、阪神・淡

路大震災や新潟県中越地震

など過去の災害時の対応事

例を参考にしつつ、復興に

まつわる研究者や支援者ら

が被災者を囲んで、ざっく

ばらんに意見交換できる場

を設けることで被災者の将

来設計の一助となることで

ある。

　第 1 回目では中越地震

の事例報告があり、その後、

5 つのグループに分かれて

話し合った。

　仮設商店街グループでは

「ボランティアの減少や駐

車場不足といったマイナス

要因から先行きに不安があ

る」「モノを買いに来るよ

りコミュニケーションを取

りに来る人が多い」「商店

街の人達の絆は強まってい

る」という意見がでた。

仮設住宅グループでは「男

性が集会所に入れない」「家

に閉じこもりの人がいる」

「仮設を出ていく人が多く

なり、移転先が抽選で決ま

るという不透明さも重なり

不安が募っている」との報

告があった。みなし仮設住

宅グループでは、民生委員

の立場から「仮設に比べ支

援が少ないと不満を持って

いる」「今後どうしたら良

いか、気持ちが固まらない

人が大半なのでは」という

話がでていた。

　高台移転グループでは

「同じ漁業者でも家の残っ

た人は、仕事に専念（投資）

できるが、家と船を失った

人は、家の再建を考えると

仕事の投資も最小限しかで

きない」と報告され、災害

公営住宅グループでは、「誰

が隣近所になるかわからな

い」「新しい生活ルールに

なじめるかわからない」と

いう声が住民から上がって

いた。

　会の最後には、中林一樹

会長が車座トークの意義に

ついて、次のように述べた。

――阪神・淡路大震災では

復興基金が有効に活用され

た。東日本の復興財源も公

金だが、自治体の自由裁量

の部分が大きくなってい

る。つまり、自治体の創意

工夫をどうしていくかが大

事になってきている。小さ

い町は住民同士のコミュニ

ケーションがしやすく、町

の将来像を共有し、合意

形成がしやすいというメ

リットがある。七ヶ浜の車

座トークも、みんなで知恵

を出し合い、みんなで課題

を共有する場にしたいと思

う。これだけの人が集まり、

課題や知恵を出し合い、整

理ができたことで、節目の

一歩が踏み出せたのではな

いでしょうか――。

　復興支援委員会では、今

後も引き続き、栗田委員を

中心に七ヶ浜での車座トー

クを行っていきたいと考え

ています。学会員の皆さま

も積極的に参加いただけれ

ばと思います。

（公益社団法人中越防災安

全推進機構 復興デザイン

センター長・稲垣文彦）
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◆一般社団法人パーソナルサポートセンター

◆4年目を迎えた被災地

一般社団法人パーソナルサポートセンター
企画調査室長　菅野　拓

神戸まちづくり研究所　事務局長　野崎隆一

　一般社団法人パーソナル

サポートセンターは、分野

をこえて様々な団体が連携

し、支援を必要としている

方を様々な社会福祉制度や

サービスにつなげ、その方

が地域で安心して暮らすこ

とができるよう支援するこ

とを目的に 2011 年 3 月 3

日に仙台市にて設立された

団体で、現在約 60 名のス

タッフが働いています。

　本来は、内閣府のパーソ

ナルサポートモデル事業の

実施を目指していました

が、東日本大震災が発生

したため、仙台市と協働し

パーソナルサポート型（寄

り添い型・伴走型のワンス

トップの支援）の仮設住宅

入居者の見守り・福祉的サ

ポートの事業を実施するこ

とから本格的に事業を開始

しました。

　現在は、主に被災困窮者

向けに福祉サポート・就労

サポートを多段階に実施し

ています。例えば、最も初

期から実施している仮設住

宅入居者への見守り・福祉

的サポートである「安心見

守り協働事業（現在は伴走

型生活支援事業）」は

福祉的な事業のひと

つです。「就労準備支

援 セ ン タ ー『 わ あ く

しょっぷ』」は、被災

困窮者等向けに様々な

トレーニングプログラ

ムを提供し就労への準

備をする場です。「中

ンターン制度を提供し、一

般就労につなげる「就労支

援相談センター『わっくわ

あく』」があります。

　このような福祉から就労

までの総合的なワンストッ

プのサポートにより被災困

窮者の自立のお手伝いをし

ています。

　東日本大震災の年の 5 月

から気仙沼市で被災者の復

興まちづくりを支援してき

ました。10 近くの地域で

高台移転、被災後のまちづ

くり等の話し合いに参加し

てきましたが、現在は継続

的な支援要請のある 3 地区

を中心に通っています。

　被災から 4 年目を迎え

て今感じるのは、復興の地

域格差の広がりです。早く

に被災者が集まり順調に進

めている地域がある一方

で、復興の速度を優先した

ため、問題を先送りにした

り、充分な話し合いを経て

いなかったりして合意形成

が遅れている地域も現れて

います。

　背景には、二つの要因が

あるように思います。一つ

は、合意形成のための地域

組織（まちづくり協議会）

設立が難しかったこと。新

たな枠組みを作ることへの

抵抗が強かったため、被災

後も平常時（伝統的）の組

織のままの取組みが大半で

す。そのため、被災者個々

の暮らしに関わる重大事で

あるにもかかわらず、個々

の意見のくみ上げを行わな

いで役員だけで対応しよう

とする地域が多い。日常の

在り方が深く定着していれ

ばいるほど、異常事態への

転換が困難になっていま

す。

　もう一つは、外部からの

まちづくり専門家の活動を

支える仕組み無く、大学研

究者が主流を占めたことが

あります。コンサルであれ

ば、最終ゴールのイメージ

をつくり、それに至るプロ

グラムを意識しながらファ

シリテートすることに慣れ

ていますが、大学研究者の

場合は、学生中心での継続

性や、それぞれの専門分野

による限界などがありま

す。

　いずれにしても、今後は、

両者が情報交換しながら、

被災者の声を充分聞きなが

ら連携していくことが重要

です。私の関わる地域でも

大学と役割分担しながら進

めています。　

間就労支援『カフェ クオー

ネ』」では実際にカフェを運

営し、なんらかの困難状況

にある被災された女性を雇

用しながら、自立に向けた

訓練を実施する場です。被

災困窮者等向けに就労に向

けた相談支援と相談者ごと

に応じた個別企業開拓やイ

移
転
先
の
模
型
を
囲
ん
で
、
街
の
将
来

を
話
し
合
う
只
越
地
区
の
住
民
た
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を

実
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し
て
い
ま
す
。
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◆入会 = カッコ内は所属。
敬称略。
正会員▽川村 勝之（（社）
東京聖労院 サンサン赤坂 
ケアワーカー）▽野村 尚
克 ▽津富 宏（静岡県立大
学 国際関係学部 教授）▽
小口 幸人（第二東京弁護
士会 弁護士）▽山谷 澄雄

（仙台弁護士会 弁護士）▽
植木 かおる ▽渡邉 敬逸

（ひょうご震災記念２１世
紀研究機構 人と防災未来
センター 研究員）▽笹尾 
佳子（東電パートナーズ㈱）
▽吉田 邦彦（北海道大学 
大学院法学研究科 教授）

▽土屋 真（首都大学東京 
システムデザイン学部イン
ダストリアルアートコース 
助教）▽清水 美香（京都
大学 防災研究所 社会防災
研究部門 特定助教）
学生会員▽木下 仁瑞佳（首
都大学東京 大学院システ
ムデザイン研究科インダス
トリアルアート学域 人間
工学研究室 博士後期 1 年）
▽滝澤 恭平（東京工業大
学 大学院社会理工学研究
科 修士課程）
◆異動 = 新所属（旧所属は、
前年度会員登録時）名前。
▽朝日新聞大阪本社 地域
報道部（朝日新聞大阪本社 
社会グループ）羽根 和人
▽立命館大学 政策科学部 
非常勤講師（大阪大学大学
院 国際公共政策研究科 招
へい研究員）徳永 恵美香

　住民やボランティア総掛

かりの作業に、うれしそう

に加わる男性がいた。宮城

県石巻市で 2 月、手づく

りのコミュニティー施設建

築工事があった。津波で被

災し、交流拠点を築こうと

みな張り切った。男性はこ

の地区から離れた場所でわ

が家を再建済みだ。この地

区に戻ることはない。それ

でも「住み慣れた地域だも

ん、気になるよ」と駆けつ

て市中心部に移った女性

は繰り返した。「雄勝に全

然行っていないの。知り

合いに何て言ったらいい

か分からないし」。地元を

離れた後ろめたさを口に

する人が実に多い。20 年

前、長崎県の雲仙・普賢

岳噴火で島原市を離れた

人から「俺は地域を捨て

た人間。えらそうに言え

る立場じゃなか」と記事

化を断られた経験を思い

出す。

　石巻市北上の海水浴場

で昨年、2 日間限定の海水

浴場開きがあった。実行委

員会に、地区を離れた住民

が多く参加した。「自分か

らは言い出せなかったけ

ど、元の地区に関わるきっ

かけがほしかった」との声

が寄せられた。宮城県亘理

町では「ホームカミング

デー」とうたって地元を離

れた人に声を掛ける企画

があり、再会を喜ぶ合う姿

が見られる。

　原発事故では、日本災害

復興学会の議論でも「福島

を離れて定住する人も、帰

還する人も、とどまる人も

それぞれの選択が尊重され

るべきだ」と確認してきた。

津波被災地でも同様のこと

が言える。個々の事情を分

かり合い、旧交を温める機

会が増えてほしい。

けた。

　東日本大震災から 3 年。

被災地では再建のスピード

に差が出てきた。高台の集

団移転先造成や地盤のかさ

上げが進まず、遅い地域で

は仮設暮らしがあと５年は

続く。一方で「もう待てな

い」と地区を離れ、自分で

確保した場所に家を再建す

る動きが止まらない。

　「雄勝の人に申し訳なく

て」。石巻市雄勝町を離れ

消息
▽熊本大学 政策創造研究
センター（関西大学 社会
的信頼システム創生セン
ター）安部 美和▽神戸大
学 学生ボランティア支援
室（神戸大学 都市安全研
究センター）林 大造▽ 東
北大学 教育・学生支援部
学生支援課（神戸大学 都
市安全研究センター 学生
ボランティア支援室）藤室 
怜治
◆学会大会予稿集
学 会 大 会 予 稿 集 を 1 冊
3,000 円でお分けします。
・2008 年東京大会
・2009 年長岡大会
・2010 年神戸大会
・2012 年福島大会
・2013 年大阪大会
（※ 2011 年東京大会は在
庫がございません）
概要はＨＰ・学会大会の各

年プログラムを参照。ご入
用の方は学会事務局までご
連絡ください。
◆会員新刊
☆『カタストロフィーの経
済思想 震災・原発・フク
シマ』（広原盛明・池田清
ら著）昭和堂、定価 2,800
円＋税〈目次〉第Ⅰ部「3・
11」フクシマが突きつけ
るもの▽第Ⅱ部 カタスト
ロフィーと学問の役割
☆『東日本大震災からの復
興（１）想いを支えに―聴
き書き、岩手県九戸郡野田
村の震災の記録』（監修・
李永俊・渥美公秀）弘前大
学出版会、定価 2,800 円。
八戸、弘前、関西の大学や
組織、個人の緩やかなネッ
トワーク「チーム北リアス」
による野田村の震災体験を
残す試み。

地元を離れても
共同通信仙台支社 所澤新一郎

※「消息」は 3月 1日現在学会事務局提出分。


